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●真実がわかる 明日が見える―「しんぶん赤旗」をぜひお読みください。（日刊紙2900円/日曜版800円）
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日本共産党の見解を紹介します。ご意見、ご感想をお寄せ下さい。

「軽度者の切りすてになる」と批判されている介護保
険法改定案を民主党政権が早期成立させようとしてい

ます。このような重大な法案は拙速に議論せずに、今

は二次災害を防ぐためにも東日本大震災の被災地の

介護体制再建にこそ全力をつくすべきです。

介護保険法改定案は、「要支援」

の人を市町村の判断でこれまでの

介護保険サービスから外し、安上

がりな「総合サービス」に置き換える

というもの。さらに「総合サービス」

の財源が各市町村の介護給付費

の３％以内に制限され、介護給付

費の５.９％を使っている要支援者を

「総合サービス」に移せば財源が保

障されない問題もあります。
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「要支援１、２は介護保険から外すべきだ」（龍谷大・池田教授＝4月27日社会保障審議会介護給付費分科会）

「軽度な利用者へのサービスは保険の対象外に」
（経済同友会）

東日本大震災の被災地でも介護が必要

な人に公的な介護を保障することが重要

になっています。特養ホームなど公的な

介護体制の充実にも、加入者や利用者の

負担を増やさず安心できる介護保険の制

度を実現するにも、不可欠なのは国庫負

担の拡大です。

米軍再編経費や思いやり予

算、政党助成金など無駄を削

り、大企業・大資産家優遇を

やめれば財源はあります。



愛知県は65歳以上人口10万

人あたりの特養老人ホームの

数が14.4所と全国ワースト１。

9203人の待機者がいます。

日本共産党は、介護や医療

のネットワークの充実が災害

から命を守る力になると、国

にも県にも緊急に特養ホーム

の増設を求めています。

特養ホームへの国の補助金も1999年度か

ら削減されつづけています。特養ホーム建

設に国からブレーキをかけてきたというの

が実態です。民主党は09総選挙マニフェス

トで約束した通り特養ホーム増設のアクセ

ルを踏みこむべきです。

民主党09総選挙マニフェストより

「40万人の待機者を解消する」
「３倍のスピードで施設を増設する」

100人の特養ホームを年間800ヵ所、８万人分つくれば５年間で40万

人の待機者を解消できます。

必要な予算は４０００億円。日本共産

党は法人税減税や証券優遇税制など大企

業・大資産家減税２兆円のわずか５分の

１で解消できると提案しています。

特養ホーム施設整備補助金
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